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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成28年２月 平成29年２月 平成30年２月 平成31年２月 令和２年２月 

売上高 （千円） 5,285,795 4,585,618 5,384,302 6,858,780 6,605,637 

経常利益 （千円） 124,814 118,820 331,702 792,210 611,933 

親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属す

る当期純損失（△） 

（千円） △185,328 318,935 500,641 690,650 527,473 

包括利益 （千円） △194,869 343,514 494,183 691,649 526,778 

純資産額 （千円） 1,450,386 1,752,417 2,196,310 2,837,714 3,318,834 

総資産額 （千円） 2,628,749 2,143,483 2,739,751 3,454,369 3,901,579 

１株当たり純資産額 （円） 173.48 209.73 262.87 339.65 394.82 

１株当たり当期純利益又は１

株当たり当期純損失（△） 
（円） △22.45 38.18 59.92 82.66 63.04 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 55.1 81.8 80.2 82.1 85.1 

自己資本利益率 （％） － 19.9 25.4 27.4 17.1 

株価収益率 （倍） － 7.9 12.0 8.5 5.3 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） 143,107 369,133 180,208 671,754 362,328 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） 317,748 381,127 238,270 △32,973 △96,778 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） △228,396 △740,381 △51,004 △50,982 △67,400 

現金及び現金同等物の期末残

高 
（千円） 1,135,330 1,144,229 1,510,898 2,099,365 2,297,032 

従業員数 （人） 99 94 93 102 108 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。また、第28期、第29期、第30期及び第31期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第27期の自己資本利益率及

び株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失であるため記載しておりません。 

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結会計

年度の期首から適用しており、第29期及び第30期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡

って適用した後の指標等となっております。 
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成28年２月 平成29年２月 平成30年２月 平成31年２月 令和２年２月 

売上高 （千円） 3,249,086 4,575,956 5,371,396 6,790,817 6,570,857 

経常利益 （千円） 123,901 115,717 332,259 780,444 606,428 

当期純利益又は当期純損失

（△） 
（千円） △160,857 669,381 501,377 678,972 522,055 

資本金 （千円） 460,850 461,997 461,997 461,997 461,997 

発行済株式総数 （株） 8,483,603 8,490,103 8,490,103 8,490,103 8,490,103 

純資産額 （千円） 1,100,006 1,752,417 2,196,310 2,826,505 3,302,341 

総資産額 （千円） 2,100,837 2,142,279 2,735,483 3,439,110 3,884,314 

１株当たり純資産額 （円） 131.52 209.73 262.87 338.30 392.86 

１株当たり配当額 

（円） 

5.00 5.50 6.00 7.00 10.00 

（うち１株当たり中間配当

額) 
(2.50) (2.50) (3.00) (3.00) (4.00) 

１株当たり当期純利益又は１

株当たり当期純損失（△） 
（円） △19.49 80.14 60.00 81.27 62.39 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 52.3 81.8 80.3 82.2 85.0 

自己資本利益率 （％） － 47.0 25.4 27.0 17.0 

株価収益率 （倍） － 3.8 12.0 8.7 5.4 

配当性向 （％） － 6.9 10.0 8.6 16.0 

従業員数 （人） 60 94 93 102 108 

株主総利回り （％） 163.4 134.7 317.0 313.6 159.3 

（比較指標：配当込み

TOPIX） 
（％） (86.8) (105.0) (123.5) (114.8) (110.6) 

最高株価 （円） 710 667 765 1,035 828 

最低株価 （円） 207 201 266 402 333 

  （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。また、第28期、第29期、第30期及び第31期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第27期の自己資本利益率、

株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。

３．『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当事業年度の

期首から適用しており、第29期及び第30期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適

用した後の指標等となっております。

４．第31期の１株当たり配当額には、創立30周年記念配当２円を含んでおります。 

５．最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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２【沿革】

年月 概要

平成元年12月 ファンシーグッズの卸販売を目的として、大阪市天王寺区空堀町13番24号に株式会社エスケイジ

ャパンを設立

平成２年２月 キャラクター商品の卸販売を開始

平成３年３月 福岡市南区に福岡営業所を開設

平成４年３月 大阪市中央区南本町二丁目４番６号に本社を移転

平成４年６月 東京都台東区に東京営業所を開設、同時に販路拡大を図るためアミューズメント業界に販売開始

平成４年12月 仕入部門を分離し、企画・輸入会社であるサムシング株式会社を設立

平成５年４月 大阪市中央区上町一丁目３番10号に本社を移転

平成５年９月 物販卸売部門を分離し、株式会社サンエスを設立

平成６年４月 名古屋市に名古屋営業所を開設（平成27年１月閉鎖）

平成７年９月 福岡市中央区にエスケイジャパン福岡ビルを設置し、福岡営業所を移転

平成７年12月 大阪市中央区上町一丁目４番15号に本社ビル２号館を設置

平成８年１月 香港駐在員事務所開設（平成10年12月閉鎖）

平成８年４月 株式の額面金額を変更するため、形式上の存続会社である株式会社喜六と合併

仕入部門の社内充実を図るため、サムシング株式会社を合併

平成８年10月 東京都台東区にエスケイジャパン東京ビルを設置し、東京営業所を移転

平成11年８月 大阪証券取引所新市場部に第１号で上場

平成13年３月 福岡市博多区にエスケイジャパン福岡ビルを設置し、福岡営業所を移転

平成13年９月 大阪証券取引所市場第二部に指定

平成13年10月 株式会社イメージライフとの間で、営業譲受けを実施

平成14年11月 株式会社ケー・ディー・システムより営業譲渡を受けた子会社（株式会社ケー・ディー・システ

ム）において、電子玩具・電子雑貨等の企画開発・販売事業を開始

平成15年３月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成16年９月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第一部に指定

平成17年５月 中川無線電機株式会社（現シグマ・ゲイン株式会社）より営業譲渡を受けた子会社（株式会社ナ

カヌキヤ）において、キャラクターグッズ・家電商品・コスメティック・インポートブランド商

品等の小売事業を開始

平成20年２月 株式会社ナカヌキヤにおいて、家電商品販売から撤退

平成20年11月 大阪市中央区上町一丁目４番８号に本社を移転

平成21年９月

平成24年６月

平成25年２月

平成28年３月

平成28年11月

平成29年１月

平成29年９月

令和２年１月

アメリカ  カリフォルニア州にＳＫＪ ＵＳＡ，ＩＮＣ．（現連結子会社）を設立

東京都台東区に東京営業所を移転

株式会社ナカヌキヤの清算を決議し、リテイル事業から撤退

株式会社サンエス及び株式会社ケー・ディー・システムと合併

福岡市博多区に福岡営業所を移転

東京都江東区に東京本社を移転

大阪市中央区南船場一丁目13番27号に本社を移転

中国  北京市に愛斯凱杰（北京）文化伝播有限公司（現連結子会社）を設立
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３【事業の内容】

当企業集団（以下、当社グループと称します）は、当社及び連結子会社であるSKJ USA,INC.及び愛斯凱杰（北京）

文化伝播有限公司によって構成されており、キャラクターのぬいぐるみ・キーホルダー・家庭雑貨・携帯電話アクセ

サリー及び電子玩具等の企画・販売を行っております。

 

  事業の系統図は、以下のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

SKJ USA,INC.
アメリカ

カリフォルニア州
200千US$

北米におけるプライ

ズ商品等の企画、販

売 

100
営業上の取引 

役員の兼任

愛斯凱杰（北京）

文化伝播有限公司 

中国

北京市
4,500千元

中国におけるプライ

ズ商品等の企画、販

売 

100
営業上の取引 

役員の兼任

（注）愛斯凱杰（北京）文化伝播有限公司については、登記は完了いたしましたが資本金の払込みは完了しておりませ

んので特定子会社に該当していません。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

  令和２年２月29日現在 

セグメントの名称 従業員数（人） 

キャラクターエンタテインメント事業 62 

キャラクター・ファンシー事業 46 

合計 108 

（注）従業員数は就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

      令和２年２月29日現在 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

108 35.8 9.0 4,977,433 

（注）平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)経営方針

当社グループは、「Dream for your life  人と社会の幸せのために、創造への挑戦を続けます」を経営理念に、

癒し・安らぎ・潤いのある商品の企画開発・販売に取り組んでおります。真に価値ある商品の提供によって業容の拡

大と発展に努め利益ある成長を基本として、社員と家族、会社と株主、取引先、社会が幸せになる継続的な企業創造

への挑戦を続けます。

 

(2)経営戦略等

当社グループでは、キャラクターエンタテインメント事業、キャラクター・ファンシー事業をそれぞれの分野で影

響力のある事業へ成長させ、創業以来中核の事業として培ってきたキャラクタービジネスの枠を超えた新たな市場へ

も果敢にチャレンジすることにより、グループ全体の事業規模拡大につなげてまいります。

 

(3)経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、平成30年６月27日に平成31年２月期を初年度とする新たな３ヵ年の「中期経営計画」を策定しま

した。これに伴い、さらに強固な財務基盤を構築するため、高採算の商品開発と適正な在庫・経費管理をさらに徹底

し「営業利益率５％以上」「ＲＯＥ10％以上」「自己資本比率80％以上」に目標を変更しております。

 

(4)経営環境及び対処すべき課題

当社グループが展開する事業は、余暇市場やアミューズメント施設の傾向に左右され、加えてヒットキャラクター

の影響を受け易く依然として厳しい経営環境にあります。 

このような状況の中、当社グループは持続的に成長するためには、よりよい商品を企画販売し、利益を生み出すた

めの基盤づくりを強化することが不可欠であると認識しております。お客さまのニーズを的確に把握し、当社グルー

プの商品をご利用いただくための諸施策を推進することにより、増収増益に向けた基盤づくりを進めてまいります。 

 

＜キャラクターエンタテインメント事業＞

キャラクターエンタテインメント事業におきましては、引き続き続々と誕生する新たなキャラクターや既存キャラ

クターの今後の人気を見極め、契約する目利きが何より重要と考えております。そのためにも営業部門・商品部門の

垣根を越え、更に若いスタッフの意見にも耳を傾け柔軟な発想でキャラクターの取得と喜ばれる商品創りを進めま

す。生産部門においては中国以外の生産拠点としてベトナムでの生産体制を更に強化し、環境変化のリスクヘッジに

努めるとともにコスト削減、企画から入荷までの生産スケジュールの時間短縮を図ります。 

また、当社オリジナルキャラクター『忠犬もちしば』の４コマ漫画の連載を始め、新たな取り組みから更なる認知

度拡大に向け積極的に広報活動を行い売上増につなげてまいります。 

 

＜キャラクター・ファンシー事業＞

キャラクター・ファンシー事業におきましては、商品企画力を強化し、他社との差別化を図る事により、人気キャ

ラクターの契約に繋げる事が出来ると考えております。更なるオリジナル売上構成比の向上に努め、新たな販路開拓

に向けて営業力を高めることにより、一層の収益の安定化を図ります。 

また、引き続き大人気の『もちもちマスコット』シリーズのブランディング強化で新たなキャラクター取得を目指

し、ネット通販でもこれまで以上に魅力のある商品を増やすことで事業部の売上増につなげてまいります。 

 

２【事業等のリスク】

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。
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(1)市場規模について 

 当社は、アミューズメント施設のプライズ機に投入されるぬいぐるみ、キーホルダー等の景品を企画し、アミュー

ズメント施設のオペレーター等に直接販売しております。

 平成13年９月20日に改訂された風俗営業等の規制及び適正化等に関する法律等の「解釈運用基準」により、プライ

ズ機向けの景品について小売価格がおおむね800円以下と規制されていることから単価が低く、アミューズメント施

設等に設置されているプライズ機向けに用途を限定して開発されているため、当社の属するアミューズメント業界向

け販売部門の市場規模は小さく、大手ゲーム機メーカーがおおむね半分のシェアを占めているといわれており、残り

を当社を含めて30社程度で競合している状況であります。また、アミューズメント施設等のオペレーター売上高は、

景気動向やゲーム機・キャラクター等のヒットに恵まれるか否かに影響を受けるほか、特に本年発生した新型コロナ

ウイルスの感染拡大による要因により、当社グループの経営成績にもその影響が及びます。

(2)キャラクター商品への依存について 

 当社グループが取り扱う商品の大半はキャラクター商品であります。取り扱うキャラクターを分散し、機動的な仕

入体制をとることにより、キャラクターの人気の移り変わりに柔軟に対応しておりますが、キャラクターの人気度に

よって当社グループの経営成績が変動する可能性があります。

 また、商品開発にあたっては、キャラクターの商品化許諾権を持つ版権元との契約により、商品化許諾を受けたキ

ャラクターを用いた商品を提供しておりますが、人気キャラクターの商品化許諾を版権元から獲得できなかった場合

並びに現在使用しているキャラクターの商品化許諾に関する版権元との契約が解消された場合、当社グループの経営

成績が影響を受ける可能性があります。さらに、商品化にあたっては、商品化許諾契約を締結しておりますが、その

キャラクターの商品化を包括的に獲得するものではなく、カテゴリーごとに契約することが多く、競合他社が同じキ

ャラクターを使用することを制限するものではありません。

(3)商品のライフサイクルについて 

当社グループの取り扱う商品のライフサイクルは短く、当社グループが消費者動向に対する的確な予測及び迅速な

対応を欠いた場合、あるいはヒット商品の開発を行えた場合でも一時的な人気にとどまった場合、当社グループの経

営成績に影響を与える可能性があります。

 当社グループでは、ユーザーニーズを的確にとらえた商品を継続的に市場に投入していく方針でありますが、販売

不振等により滞留在庫が増加した場合には、在庫処分として売却損や廃棄損を計上することがあります。また、商品

の調達は注文を受けてから行うことは少なく、見込みで調達することがほとんどであることから、見込み違いにより

滞留在庫が増加した場合には、当社グループの経営成績が変動する場合があります。

(4)生産体制について 

 当社グループは、商品の企画・販売に特化しており、自社の生産設備を保有しておらず、生産と物流に関しまして

はすべて外注にて対応しております。外注先を分散することにより、外注先の倒産等の事態が発生した場合に備えて

おりますが、外注先にて納期が遅れる等の問題が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があ

ります。また、環境や人体に悪影響を与える物質を使用していないかどうかを含めた品質管理を徹底しております

が、商品に不良が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性もあります。特に海外からの調達に

関しましては、納期管理と品質管理に重点をおいており、輸入業者との生産工程の進捗状況のすりあわせや、現地と

国内における商品検査等を徹底しております。

 

(5)為替の変動について 

 当社グループの企画する商品の大半は海外で生産されており、為替の変動が輸入価額に影響を及ぼす可能性があり

ます。為替変動のリスクを軽減するために為替予約を行っておりますが、急激かつ大幅な為替の変動が続いた場合に

は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(6)個人情報保護について 

 当社グループでは、売場の販売促進やアフターサービス等のために、お客様から個人情報をいただき、厳格な管理

のもとで運用させていただいております。コンプライアンスの重要性を含めて全社員に教育を実施するとともに、今

後も個人情報保護・管理状況に関する監視と不具合の継続的改善に一層の徹底を図ってまいります。

 しかしながら、以上のような対策を講じたにも関わらず、個人情報の流出等の重大なトラブルが発生した場合に

は、当社グループへの損害賠償請求や信用の低下等により、当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。
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(7)災害等の発生について 

当社グループは全国各地に取引先が存在しておりますが、これらの地域で自然災害が発生した場合、当社グループ

の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（経営成績等の状況の概要）

(1）経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年まで企業収益や雇用環境の改善によって緩やかな景気回復基調があっ

た一方で、消費税率引上げによる消費環境の悪化と新たに発生した「新型コロナウイルス」の感染が全世界で日を追

うごとに急拡大し経済への影響が深刻化している事から、依然として先行きに不透明感を残す状況で推移しました。 

このような中、当社グループは前期の実績を下回るものの、売上高は、6,605百万円（前期比3.7％減）、営業利益

は609百万円（前期比22.5％減）、経常利益は611百万円（前期比22.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は527

百万円（前期比23.6％減）と、それぞれ前回修正の業績予想を上回る結果となりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

＜キャラクターエンタテインメント事業＞

キャラクターエンタテインメント事業におきましては、「星のカービィ」「ドラえもん」「シャクレルプラネッ

ト」「忠犬もちしば」等の定番キャラクターは堅調に推移しましたが、別注の菓子商品の販売が苦戦した影響もあ

り、売上高4,478百万円（前期比7.8％減）、営業利益551百万円（前期比20.5％減）となりました。 

 

＜キャラクター・ファンシー事業＞ 

キャラクター・ファンシー事業におきましては、「ドラえもん」「スヌーピー」等の定番キャラクター商品が苦戦

したものの、自社オリジナルキャラクターの「忠犬もちしば」や「ポケットモンスター」等のゲーム関連キャラクタ

ー商品の販売は堅調に推移し、専用ECサイトでの「もちもちマスコット」シリーズと「鬼滅の刃」商品の販売が好調

でした。その結果、売上高は2,127百万円（前期比6.4％増）となったものの、営業利益は販管費の上昇により58百万

円（前期比37.4％減）となりました。

 

(2）財政状態の状況

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ447百万円増加し、3,901百万円となりました。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ33百万円減少し、582百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ481百万円増加し、3,318百万円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加等の要因により一部相

殺されたものの、税金等調整前当期純利益があったこと等により、前連結会計年度末に比べ197百万円増加し、当連

結会計年度末には2,297百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、362百万円（前年同期は671百万円の獲得）となりました。

これは主に、売上債権の増加額130百万円があったこと等により一部相殺されたものの、税金等調整前当期純利益

611百万円があったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、96百万円（前年同期は32百万円の使用）となりました。

これは主に、有形・無形固定資産の取得による支出93百万円があったこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、67百万円（前年同期は50百万円の使用）となりました。

これは主に、配当金の支払額66百万円があったこと等によるものであります。
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なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次の通りであります。 

  平成30年２月期 平成31年２月期 令和２年２月期

自己資本比率（％） 80.2 82.1 85.1

時価ベースの自己資本比率（％） 219.3 170.3 72.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） － － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（利息及び法人税等控除前）

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー（利息及び法人税等控除前）／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※営業キャッシュ・フロー（利息及び法人税等控除前）は、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フロー（利息の支払額及び法人税等の支払額控除前）を使用しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。

※利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

※平成30年２月期、平成31年２月期及び令和２年２月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率については、有利子

負債がないため記載を省略しております。また、平成30年２月期、平成31年２月期及び令和２年２月期のインタレ

スト・カバレッジ・レシオについては利払いがないため記載を省略しております。

 

（生産、受注及び販売の実績）

(1）生産実績

当社グループは独自の生産拠点・生産工程を所持しておらず、生産能力を表示することは困難であります。した

がって、生産の状況についての記載はしておりません。

(2）商品仕入実績

当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自  平成31年３月１日
    至  令和２年２月29日）

前年同期比（％）

キャラクターエンタテインメント事業（千円） 3,023,566 90.4

キャラクター・ファンシー事業（千円） 1,422,865 107.8

 合  計 （千円） 4,446,432 95.3

(注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績 

当連結会計年度の商品販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自  平成31年３月１日
    至  令和２年２月29日）

前年同期比（％）

キャラクターエンタテインメント事業（千円） 4,478,510 92.2

キャラクター・ファンシー事業（千円） 2,127,126 106.4

 合  計 （千円） 6,605,637 96.3

(注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自  平成30年３月１日
至  平成31年２月28日）

当連結会計年度
（自  平成31年３月１日
至  令和２年２月29日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社ラウンドワン 1,027,444 15.0 882,040 13.4

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

（経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容）

(1)財政状態の分析

(流動資産)

当連結会計年度末における流動資産の残高は、3,661百万円（前連結会計年度末は3,266百万円）となり、394百万

円増加いたしました。これは、現金及び預金が増加（2,099百万円から2,297百万円へ197百万円増）及び受取手形及

び売掛金が増加（669百万円から747百万円へ77百万円増）したことがその主な要因であります。

(固定資産)

当連結会計年度末における固定資産の残高は、240百万円（前連結会計年度末は188百万円）となり、52百万円増加

いたしました。これは、無形固定資産が増加（11百万円から52百万円へ40百万円増）したことがその主な要因であり

ます。

(流動負債) 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、538百万円（前連結会計年度末は572百万円）となり、33百万円減少

いたしました。これは、未払法人税等が減少（106百万円から44百万円へ62百万円減）したことがその主な要因であ

ります。

(固定負債)

当連結会計年度末における固定負債の残高は、44百万円（前連結会計年度末は44百万円）となり、前連結会計年度

末から大きな変動はありませんでした。

(純資産) 

当連結会計年度末における純資産の残高は、3,318百万円（前連結会計年度末は2,837百万円）となり、481百万円

増加いたしました。これは、利益剰余金が増加（1,922百万円から2,383百万円へ460百万円増）したことがその主な

要因であります。

 

(2)キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析については、「第２  事業の状況、３  経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析、(3)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

(3)経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は6,605百万円、販売費及び一般管理費は1,590百万円、営業利益は609百万円、経

常利益は611百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は527百万円となりました。
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(売上高) 

売上高は6,605百万円（前連結会計年度は6,858百万円）となり、253百万円減少しました。これは、キャラクター

エンタテインメント事業の売上高が4,478百万円（前期比7.8％減）と減少したことがその主な要因であります。

(販売費及び一般管理費、営業利益)

販売費及び一般管理費は1,590百万円（前連結会計年度は1,473百万円）となり、116百万円増加しました。これ

は、給与及び手当が増加（454百万円から509百万円へ54百万円増）したことがその主な要因であります。

営業利益は609百万円（前期比22.5％減）となりました。これは、売上高が253百万円、売上総利益が60百万円それ

ぞれ減少したこと及び給与・手当が54百万円増加したことがその主な要因であります。

(営業外損益、経常利益)

営業利益609百万円に対して、経常利益は611百万円（前期比22.8％減）となりました。営業外損益に特記すべきも

のはありません。 

(特別損益、親会社株主に帰属する当期純利益)

特別損益に特記すべきものはありません。

また、法人税等合計を84百万円（前連結会計年度は100百万円）を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純

利益は527百万円（前期比23.6％減）となりました。 

 

(4)資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、運転資金及び投資資金は自己資本で賄う方針としており、十分な手元流動性を有しております。

運転資金需要の主なものは、仕入代金の支払や従業員への給与支払い等であります。投資目的需要の主なものは、商

品製造のための金型、社内ネットワークサーバ入替による機器、システム構築にかかるソフトウェア取得等でありま

す。 

 

(5)経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等の達成・進捗状況

当社グループは、平成30年６月27日に平成31年２月期を初年度とする新たな３ヵ年の「中期経営計画」を策定しま

した。これに伴い、さらに強固な財務基盤を構築するため、高採算の商品開発と適正な在庫・経費管理をさらに徹底

し「営業利益率５％以上」「ＲＯＥ10％以上」「自己資本比率80％以上」に目標を変更しており、当連結会計年度は

すべてにおいて達成いたしました。 

 

４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。 

 

５【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

  当連結会計年度において実施いたしました、当社グループの設備投資の総額は94百万円で、主なものは社内ネット

環境及び販売管理システム投資として工具、器具および備品の取得25百万円、ソフトウェアの取得53百万円となって

おります。

 

２【主要な設備の状況】

  当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

令和２年２月29日現在 
 

事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び 

構築物 
車両運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

大阪本社 

(大阪市中央区) 
キャラクターエンタ

テインメント事業 

 

キャラクター・ 

ファンシー事業 

管理業務設備 

・販売設備 
888 － － 3,083 3,971 22 

東京本社 

(東京都江東区) 
販売設備 0 － － 77,514 77,514 81 

福岡営業所 

(福岡市博多区) 
販売設備 0 － － 668 668 5 

  （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、[工具、器具及び備品]、[ソフトウェア及び[その他]の合計であります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）国内子会社 

該当事項はありません。 

(3）在外子会社

  該当事項はありません。

(4）主要な賃借設備

  上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

①  提出会社

事業所名 
（所在地） 

セグメントの名称 設備の内容 
年間賃借料 
（千円） 

大阪本社 

（大阪市中央区） 

他国内２拠点 

キャラクターエンタ

テインメント事業 

 

キャラクター・ 

ファンシー事業 

情報処理端末 

（賃借） 
4,450 

大阪本社 

（大阪市中央区） 

他国内２拠点 

販売設備 

（賃借） 
26,163 

 

②  国内子会社

    該当事項はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

  当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は、当社及び連結子会社でそれぞれ策定しておりますが、当社グループとして重複投資とならないよう、調整

しております。

  なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

  該当事項はありません。

(2）重要な設備計画の変更

  該当事項はありません。

(3）重要な改修

  該当事項はありません。

(4）重要な設備の除却

  該当事項はありません。

(5）重要な設備の売却

  該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（令和２年２月29日） 
提出日現在発行数（株） 
（令和２年５月29日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 8,490,103 8,490,103 
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計 8,490,103 8,490,103 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年３月１日

～

平成28年２月29日

（注）

120,500 8,483,603 19,299 460,850 19,299 491,788

平成28年３月１日

～

平成29年２月28日

（注）

6,500 8,490,103 1,147 461,997 1,147 492,935

  （注）新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。
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（５）【所有者別状況】

              令和２年２月29日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 金融商品 
取引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 20 25 31 23 11 3,288 3,398 － 

所有株式数（単元） － 6,554 3,099 1,588 3,131 537 69,720 84,629 27,203 

所有株式数の割合

（％） 
－ 7.75 3.66 1.88 3.70 0.63 82.38 100 － 

  （注）１．自己株式84,142株は、「個人その他」に841単元及び「単元未満株式の状況」に42株を含めて記載しており

ます。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ９単元

及び71株含まれております。

（６）【大株主の状況】

    令和２年２月29日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％） 

久保  泰子 大阪市中央区 2,030,944 24.16 

久保  千晶 大阪市中央区 1,757,518 20.91 

鈴木 康友 東京都墨田区 231,800 2.76 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3 181,600 2.16 

八百 博徳 大阪市中央区 145,556 1.73 

PHILLIP SECURITIES 

CLIENTS（RETAIL） 

（常任代理人 フィリップ証券

株式会社） 

NORTHBRIDGEROAD 250, 

RAF FLESCITYTOWER 6F, SGR 

（東京都中央区日本橋兜町4-2） 

116,400 1.39 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 107,500 1.28 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口５） 
東京都中央区晴海1-8-11 87,300 1.04 

小沼 滋紀 千葉県野田市 77,700 0.92 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口１） 
東京都中央区晴海1-8-11 67,400 0.80 

計 － 4,803,718 57.15 

   （注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、（信託口１）及び（信託口５）、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。

         ２．平成28年２月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、コマンドエヌ株式会社が平成

28年２月５日現在で以下の株式を所有している旨が記載されております。当社としては、第27期事業年度末

現在は信用取引を除く株式について実質所有株式数が概ね確認出来ておりましたが、令和２年２月29日現在

においては実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

             なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

大量保有者             コマンドエヌ株式会社 

住所                   大阪市北区大深町３－１グランフロント大阪ナレッジキャピタルタワーＣ７階 

保有株券等の数         株式  1,268,300株 

                       （うち信用取引としてSBI証券102,000株・松井証券291,000株） 

               株券等保有割合         15.17％ 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        令和２年２月29日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 84,100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,378,800 83,788 － 

単元未満株式 普通株式 27,203 － － 

発行済株式総数   8,490,103 － － 

総株主の議決権   － 83,788 － 

  （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権に係る議決権の数９個が含まれております。

②【自己株式等】

        令和２年２月29日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 

エスケイジャパン 

大阪市中央区南船

場一丁目13番27号 
84,100 － 84,100 0.99 

計 － 84,100 － 84,100 0.99 

（注）自己株式は、令和元年12月２日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、51,100株減少し

ております。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 56 26

当期間における取得自己株式 33 12

  （注）当期間における取得自己株式には、令和２年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他(譲渡制限付株式報酬による自己株式

の処分)
51,100 19,520 34,800 13,293

保有自己株式数 84,142 － 49,375 －

  （注）当期間における保有自己株式数には、令和２年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

配当政策につきましては、株主に対する利益還元と自己資本当期純利益率の向上を経営の重要課題の一つとして

位置づけております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

企画開発力、コスト競争力の強化を図るための内部留保の充実を図りつつも、株主への利益還元は、短期的な経

営成績変動に影響されることなく安定的かつ継続して実施してまいりたいと考えております。

当期の株主配当金につきましては、中間配当金として１株当たり4.0円、期末配当金として１株当たり6.0円（創

立30周年記念配当2.0円含む）を実施することを決定いたしました。

内部留保資金につきましては、経営体質の強化とともに新商品の開発投資に活用し、事業展開の拡大につなげて

まいります。 

当社は、「毎年８月31日を基準日として、取締役会の決議をもって、株主または登録株式質権者に対し、中間配

当金として剰余金の配当を行うことができる」旨を定款に定めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 

令和元年10月11日 
33,419 4.0 

取締役会決議 

令和２年５月28日 
50,435 6.0 

定時株主総会決議 

 

- 17 -



４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

   当社は、株主をはじめ取引先、従業員、社会等すべての利害関係者の総合的な利益を考慮し、長期にわたって

  企業価値を高める経営に全社を上げて取り組まなければならないと考えております。そのために今後も、経営の

  透明性と健全性の充実を図るとともに、経営の監督機能を強化し、コーポレートガバナンス・コードの基本原則

  を踏まえたコーポレート・ガバナンスの一層の強化を目指しております。

②  企業統治の体制 

イ．企業統治の体制の概要

当社は機関設計として、取締役会の監督機能の実効性の確保とコーポレート・ガバナンス体制のさらなる充実

を図ると共に、より迅速な経営の意思決定を行うことによる業務執行の機動性と、企業価値のさらなる向上を

図ることを目的として監査等委員会設置会社を採用しております。 

 当社の取締役会は、提出日現在、取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名と監査等委員である取締役 

 ３名（うち社外取締役２名）で構成され、重要な経営課題に関する意思決定をはじめ幅広い事項について、原

    則として毎月１回、取締役会での審議の上、決定しております。

ロ．当該企業統治の体制を採用する理由

 当社では、経営判断及び業務執行の適法性及び妥当性の監査及び監督を有効に確保するために最適の体制であ

 るとの判断のもと、社外取締役２名を含む３名による監査等委員会を設置しております。

ハ．会社の機関・内部統制の関係

 会社の機関・内部統制の関係は次のとおりであります。

 

 ③企業統治に関するその他の事項 

   ・内部統制システムの整備の状況

(1)当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、企業の存続と持続的な成長を確保するためにコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識

にたち、行動指針を定め当社グループ役職員全員の周知徹底を図っていきます。

・当社及びグループ各社は、全役職員に対し定期的にコンプライアンス研修会を実施し、法令と社会規範遵守

についての教育・啓蒙を実施していきます。

・当社が当社グループのコンプライアンス体制を統括し、子会社と一体となったコンプライアンスの推進を行

い、当社グループの法令等遵守体制の構築、維持、向上を推進します。また、法令及び定款等に適合してい

ることを認識するため、管理部長をコンプライアンス全体に関する総括責任者とし、定期的な監督・監査及

び適時な監督・監査を行っていきます。

・取締役は、取締役会及び日常業務を通じて、他の取締役及び使用人の業務執行の監督を行っていきます。

・取締役による職務の執行が法令・定款及び社内規程に違反することなく適切に行われているかをチェックす

るため、監査等委員が取締役会に出席するとともに監査等委員会の定めた監査方針に基づき業務執行の監査

を実施していきます。

・取締役の適正な職務執行を図るため、社外取締役監査等委員を２名以上置き、公正な監査を確保します。
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・社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係は、法令等違反に繋がるものと認識し、その取引は断

固拒絶し、反社会的勢力による被害の防止に努めます。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・株主総会、取締役会、その他重要な会議の議事録、稟議書ならびにこれらの関連書類を法令及び規程に従い

作成し、担当部署を設置し適切に保存・管理を行っていきます。

・経営及び業務執行にかかわる重要な情報、決定事項、社内通達などは所管部署で作成し、適切に保存・管理

していきます。

・取締役、監査等委員、会計監査人及びコンプライアンス担当者から要請があった場合には、速やかに当該書

類を閲覧に供することとします。

(3)当社及び当社子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

・当社は、当社及び当社子会社の経営環境、自然災害等、当社及び当社子会社の経営ならびにステークホルダ

ーに重要な影響を及ぼす恐れのある様々なリスクにつき、取締役会において定期的に討議することによりリ

スク低減に努めていきます。

・当社グループの各部署においては、マニュアル・ガイドライン等を整備し、種々の教育活動を通して会社の

リスク低減に努めていきます。

・当社及び当社子会社は、発生したリスクに関しては、適法、適切かつ迅速に対処していきます。

(4)当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社は、取締役会規程に基づき、定時取締役会を原則として毎月１回開催するとともに、臨時取締役会を必

要に応じて開催していきます。

・取締役会は事業活動の報告を受ける中で、経営の意思決定、職務執行の監督管理状況の把握を行っており、

その際には、十分かつ適切な情報が提供されるように努めていきます。

・当社取締役会は当社グループ全体の経営計画を策定し、これを達成するため、グループ各社において各社経

営計画を立案して、それぞれ各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動することとします。また、代

表取締役はその実現のために常勤取締役及び役職員の具体的業務活動を統括していきます。

・当社の取締役会は、規程の見直しや業務特性に応じた組織のスリム化等を行い、取締役及び役職員の職務権

限と職務分掌を明確にして、職務執行の効率化を図るとともに、ＩＴの適切な利用を通じて業務の改善に努

めるものとし、当社子会社においてもこれに準拠した体制を構築させるものとします。

(5)財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

・当社及び当社子会社は金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努め、全社レベルならび

に業務プロセスレベルの統制活動を強化し、有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、

適切な運用に努めることにより、財務報告の信頼性と適正性を確保します。

(6)当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社は「関係会社管理規程」を定め、子会社取締役から適時報告を受けるとともに、日常的な意思疎通を図

ることで適正な事業運営を行っていきます。

・当社の監査等委員及びコンプライアンス担当者は、グループ全体の内部統制の有効性について監査を行って

いきます。

(7)監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、な

らびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人に対する監査等委員会の指示の実効性

の確保に関する事項

・当社は、監査等委員会の職務を補助する使用人は配置しておりませんが、取締役は監査等委員会と必要に応

じて協議を行い、当該使用人を任命及び配置することができます。

・監査等委員会が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査等委員に移譲されたもの

とし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令は受けないものとします。

・監査等委員会補助者は監査等委員の指揮命令下に置き、監査等委員会補助者の評価・人事異動等にあたって

は、あらかじめ監査等委員の意見を聴取してその意見を尊重するものとします。

(8)当社及び当社子会社の取締役及び使用人、またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報

告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

・監査等委員会は、定時取締役会及び必要に応じて随時開催される臨時取締役会、その他重要な意思決定会議

に出席し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人から重要事項の報告を受けることとしま

す。

・当社グループの取締役は、法定の事項以外にも取締役の不法行為、法令・定款違反等重要な事項について

は、速やかに監査等委員会に報告を行うこととします。

・当社グループの内部通報に基づく通報を受けた場合、速やかに監査等委員会に報告を行うものとします。

・当社は、当社グループの役職員が、当社監査等委員会への報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行

うことを禁止する旨を定め、当社グループ内において周知徹底します。
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(9)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員会は監査が実効的に行われることを確保するため、監査等委員会において他の監査等委員と意見

交換を行うとともに、代表取締役、取締役（監査等委員である取締役を除く。）その他経営の重要な執行を

担う者、コンプライアンス担当者及び会計監査人との意見交換を定期的に行っていきます。また、その機会

を確保できるように代表取締役はその体制を整備していきます。

・会計監査人及び内部監査担当とも意見交換や情報交換を行い、連携を保ちながら必要に応じて調査及び報告

を求めることができる体制を整備していきます。

(10)監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものにかぎる。）について生ずる費用また

は債務の処理に係る方針に関する事項

・当社は、監査等委員会が職務の執行について生ずる費用の前払い等を請求した場合、当該請求書が必要でな

いことを証明した場合を除いて速やかに当該費用の処理を行うものとします。

 

   ・リスク管理体制の整備の状況 

      当社のリスク管理体制の整備につきましては、上記・内部統制システムの整備の状況の「(3)当社及び当社

     子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制」に記載のとおりであります。 

 

・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況 

 (1)当社は、「関係会社管理規程」を定め、子会社取締役から適時報告を受けるとともに、日常的な意思疎通を

      図ることで適正な事業運営を行っております。

 (2)当社の監査等委員会及びコンプライアンス担当者は、グループ全体の内部統制の有効性について監査を行っ

      ております。

 

・責任限定契約の内容の概要

 当社と監査等委員である取締役は、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項

    の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定め 

    る最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該監査等委員である取締役が責 

    任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

 当社と有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第423条第１

    項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会計監査

    人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として当社から受け、または受けるべき財産上の利益の額の

    事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に２を乗じて得た額としております。なお、当該責任限定が認められ

    るのは、有限責任監査法人トーマツが責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないと

    きに限られます。

 

   ・取締役の定数

 当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名以内、監査等委員である取締役５名以内とする旨を 

   定款に定めております。 

 

  ・取締役の選任の決議要件 

     当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

    主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

     また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

   ・取締役会で決議できる株主総会決議事項

    （自己の株式の取得）

     当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とするため、会社法第165条第２項に基づき、取

締役会決議による自己株式の取得を可能とする旨を定款に定めております。

    （中間配当）

     当社は、中間配当について、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、

    取締役会の決議によって毎年８月31日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

 

   ・株主総会の特別決議要件

     当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

    主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

    ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、特別決議事項の審議をより確実に

    行うことを目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

① 役員一覧 

男性  4名  女性  1名  （役員のうち女性の比率20.0％） 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

（株） 

代表取締役 

社長 
八百  博徳 昭和36年９月30日生 

 
平成３年３月 当社入社 
平成４年５月 当社常務取締役 商品担当 
平成21年９月 SKJ USA,INC.取締役社長（現任） 
平成24年３月 当社常務取締役 グループ統括 
平成25年９月 当社代表取締役専務 
平成26年４月 当社代表取締役社長（現任） 
 

(注)2 145,556 

専務取締役 松田  忠夫 昭和29年８月７日生 

 
昭和53年４月 株式会社三和銀行（現株式会社三

菱UFJ銀行）入行 

平成８年５月 同行 夙川支店長 
平成14年２月 株式会社UFJ銀行（現株式会社三

菱UFJ銀行）京都法人営業第３部

長 
平成17年12月 日本レイト株式会社常務取締役 
平成21年５月 エムケイ株式会社専務取締役 
平成25年12月 当社顧問 
平成26年５月 当社常務取締役 経営戦略担当 
平成28年５月 当社常務取締役 経営戦略・管理

部門担当 
平成29年４月 当社専務取締役 経営戦略・管理

部門担当 
令和元年５月 当社専務取締役（現任） 
 

(注)2 38,000 

取締役 

（常勤監査等委員） 
岡﨑  栄一 昭和28年７月27日生 

 
昭和51年４月 住友ゴム工業株式会社入社 
平成10年１月 同社 スポーツ管理部長 
平成12年６月 タカラスタンダード株式会社入社 
平成21年４月 同社 経理部長 
平成25年８月 株式会社ライジング 

コーポレーション常勤監査役 
平成28年４月 当社入社 管理部 部長 
平成28年５月 当社 管理部長 
令和元年５月 当社監査役 
令和２年５月 当社取締役（常勤監査等委員）

（現任） 
 

(注)3 3,500 

取締役 

（監査等委員） 
宮平  崇 昭和47年６月20日生 

 
平成８年10月 当社入社 
平成12年１月 当社退職 

渡米  エルカミーノカレッジ通学 
平成15年10月 帰国  株式会社ノモス入社 
平成17年６月 株式会社Dreams  創業 

代表取締役（現任） 
平成30年５月 当社取締役 
令和２年５月 当社取締役（監査等委員）（現

任） 
 

(注)3 1,949 

取締役 

（監査等委員） 
佐井  惠子 昭和31年10月14日生 

 
昭和56年１月 司法書士登録 

小川勝久司法書士事務所勤務  司

法書士 
木茂隆雄司法書士事務所勤務  司

法書士 
昭和61年１月 佐井法律・司法書士事務所  独立

開設  パートナー 
昭和62年５月 石田・佐井法律司法書士事務所  

改組  パートナー 
平成12年２月 佐井法律・司法書士事務所  改組

パートナー 
平成14年８月 佐井司法書士事務所  所長 
平成15年７月 簡易訴訟代理等関係業務認定  司

法書士 
平成28年１月 佐井司法書士法人  代表社員（現

任） 
平成30年５月 当社取締役 
令和２年５月 当社取締役（監査等委員）（現

任） 
 

(注)3 － 

計 189,005 
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 （注）１．取締役  宮平  崇及び佐井  惠子は、社外取締役であります。 

 ２．令和２年５月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

 ３．令和２年５月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

 ４．経営体制の強化、経営効率の向上並びに内部統制の充実と体制づくりを図ることを目的として、代表取締役

並びに業務執行取締役の執行機能の補佐強化のために、執行役員制度を導入しております。 

 ５．当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に

定める補欠の監査等委員である取締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は次

のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（株） 

篠原  耕治 昭和32年１月23日生 

 
昭和54年４月 日産自動車株式会社入社 
平成13年４月 大阪日産モーター株式会社常務取締役 
平成17年４月 日産特販株式会社執行役員 
平成22年７月 日産フリート株式会社常務取締役 
平成23年４月 日産自動車販売株式会社常務取締役 
平成29年４月 同社タクシー営業本部長 
平成31年３月 同社 退職 
 

－ 

 
 

② 社外役員の状況

当社の社外取締役は２名であります。

当社は、社外取締役の選任にあたり、独立性に関する基準又は方針を定めておりませんが、東京証券取引所が

規程等で定める独立役員に関する判断基準を参照するとともに、専門的知見に基づく客観的かつ適切な監督又は

監査といった機能及び役割が期待され、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことを基本的な考え方として

選任しております。

社外取締役である宮平崇氏は、当社株式1,949株を所有しており、現在ユニバーサルシティウォーク大阪・天

保山マーケットプレース等の大規模集客施設内を含む４店舗（ポップコーンパパ）を展開している株式会社

Dreamsの代表取締役を務め、豊富な企業経営の経験と実践的な視点から当社の経営全般に助言をいただくことで

経営体制の強化ができると判断し、社外取締役に選任しております。また、平成８年10月から平成12年１月まで

当社の使用人であったことがありますが、当社の使用人でなくなってから20年を経過しており、現在・最近及び

過去において一般株主と利益相反が生じるおそれがないことから独立役員に選任しており、当社との間には、記

載すべき特別な利害関係はありません。

社外取締役である佐井惠子氏は、当社株式は所有しておらず、司法書士法人の代表社員として長年事務所経営

に携わり、豊富な実務経験に基づく法務全般における幅広い知識と十分な見識を有しており、その知見を当社の

経営に反映していただくことで経営体制の強化が図れると判断し、社外取締役に選任しております。また、現

在・最近及び過去において一般株主と利益相反が生じるおそれがないことから独立役員に選任しており、当社と

の間には、記載すべき特別な利害関係はありません。

 

③ 社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門と

  の関係

内部監査に関しましては、業務効率の改善及び不正過誤の未然防止を図るための監査を、内部監査担当者が実

施しております。会社の制度、諸規程と運用状況が適正であるかどうかなどについて、実地監査及び書面監査の

方法により継続的に監査し、監査結果を内部監査報告書に取りまとめ、代表取締役社長に定期的に報告してお

り、その後、リスク管理委員会にも内部監査担当者が報告しております。監査等委員監査は、常勤監査等委員及

び社外監査等委員が監査計画に基づいて実施しております。社外監査等委員を含む監査等委員による監査、業務

監査を主体とする内部監査、会計監査人による会計監査の三者協力のもと、経営監視機能の充実を図り、経営の

透明性、客観性の確保に努めております。

社外監査等委員は、取締役会への出席、稟議書類のチェックなど、取締役会の意思決定過程及び取締役の業務

執行状況について監査しており、社外監査等委員の立場から意見を述べ、コーポレート・ガバナンス制度の機能

性を高めることに寄与しております。

監査等委員と会計監査人及び内部監査担当者との連携については、情報交換を随時行っており、経営監視機能

の充実を図り、経営の透明性、客観性の確保に努めております。

なお、これらの監査結果については、社外監査等委員に対しても、取締役会、監査等委員会等において適宜報

告及び意見交換がなされております。
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（３）【監査の状況】

①  監査等委員会による監査の状況 

提出日現在において、監査等委員会を構成する監査等委員である取締役は３名（うち、社外取締役２名）を選出

しております。当社における監査等委員会による監査は、社外取締役は、取締役会への出席、稟議書類のチェック

など、取締役会の意思決定過程及び取締役の業務執行状況について監査し、社外取締役の立場から意見を述べ、コ

ーポレート・ガバナンス制度の機能性を高めることに寄与することとしております。 

監査等委員である取締役と会計監査人及び内部監査担当者との連携については、情報交換を随時行い、経営監視

機能の充実を図り、経営の透明性、客観性の確保に努めてまいります。

なお、これらの監査結果については、社外取締役に対しても、取締役会、監査等委員会等において適宜報告及び

意見交換がなされるように致します。

また、常勤監査等委員岡﨑栄一氏は、平成28年入社以来、管理全般の業務に携わり、他社においても長年にわた

り経理業務の経験を有することから財務および会計に関する豊富な知見を有しております。

 

②  内部監査の状況 

当社における内部監査は、業務効率の改善及び不正過誤の未然防止を図るための監査を、内部監査担当者が実施

しております。会社の制度、諸規程と運用状況が適正であるかどうかなどについて、実地監査及び書面監査の方法

により継続的に監査し、監査結果を内部監査報告書に取りまとめ、代表取締役社長に定期的に報告しており、その

後、リスク管理委員会にも内部監査担当者が報告しております。監査等委員会による監査は、常勤監査等委員及び

社外取締役が監査計画に基づいて実施し、社外取締役役を含む監査等委員会による監査、業務監査を主体とする内

部監査、会計監査人による会計監査の三者協力のもと、経営監視機能の充実を図り、経営の透明性、客観性の確保

に努めてまいります。

 

③  会計監査の状況 

ａ．監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ 
 
ｂ．業務を執行した公認会計士 

木村 幸彦氏

河越 弘昭氏
 
ｃ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、その他７名であります。

 

④  監査報酬の内容等 

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（千円） 

非監査業務に基づく報
酬（千円） 

監査証明業務に基づく
報酬（千円） 

非監査業務に基づく報
酬（千円） 

提出会社 18,000 － 18,500 － 

連結子会社 － － － － 

計 18,000 － 18,500 － 

 

ｂ．その他重要な報酬の内容 

該当事項はありません。 

 

ｃ．監査法人の選定方針と理由 

当社は明確に監査法人の選定方針を定めてはおりませんが、監査法人の品質管理体制、独立性、専門性及び

監査報酬等を総合的に勘案し監査法人を選定しております。 

 

ｄ．監査法人の評価 

当社は、監査法人に対しての評価を毎年行っております。この評価については前述の監査法人の選定方針と

理由に記載の事項に従って行っており、その評価結果に基づき当該監査法人の再任の適否について判断をして

おります。 
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ｅ．監査報酬の決定方針 

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、当社の事業規模から、監査日数、監査人員等を勘案し、監査

法人との協議を経て、決定しております。なお、監査役会は、監査公認会計士等の監査計画の内容、会計監査

の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、監査

公認会計士等の報酬等の額について同意の判断をいたしました。 

ｆ．監査報酬等に同意した理由 

当社は、前述の監査報酬の決定方針に記載の事項に従って、監査報酬等の同意の判断を行っております。 
 

（４）【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項 

  取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定につきましては、代表取締役と各取締役の間で、会

社の業績、その貢献度合を勘案し原案を決め、取締役会において決定しております。 

また、取締役（監査等委員）の報酬は、固定報酬である基本報酬のみで構成されております。基本報酬は、株

主総会決議により決定された限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決定しております。 

なお、取締役の報酬等については、定款に基づき限度額を株主総会において、以下のとおり決議いただいてお

ります。 

１．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、令和２年５月28日開催の第31期定時株主総

会において、年額200百万円以内（うち社外取締役分年額15百万円以内）と決議いただいております。 

２．当社の監査等委員である取締役の報酬額は、令和２年５月28日開催の第31期定時株主総会において、年額20

百万円以内と決議いただいております。 

３．令和２年５月28日開催の第31期定時株主総会において、当社の取締役（監査等委員である取締役および社外

取締役を除く。）に対し、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対象取

締役による長期安定的な株式保有の促進と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記

の報酬枠とは別枠で、新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することを決議いただいておりま

す。譲渡制限付株式報酬として、総額を50百万円以内、普通株式の総数を年間60,000株以内としておりま

す。 

４．平成29年５月25日開催の第28期定時株主総会の決議に基づく、役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給予

定額が、固定負債のその他に含まれております。 

 

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役

員の員数 

（名） 基本報酬 賞与 譲渡制限付株式 退職慰労金 

取締役 

（社外取締役を除く） 
70,312 53,115 13,462 3,735 － 3 

監査役 

（社外監査役を除く） 
5,530 5,530 － － － 2 

社外役員 

（社外取締役・社外監査

役） 

8,520 8,520 － － － 5 

(注)当社は令和２年５月28日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。 

 

③ 連結報酬額等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等 

報酬額等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

 

（５）【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方 

当社は、株式の変動または株式に係る配当によって利益を受けることを目的として保有している株式を純投資

目的である投資株式とし、その他の株式を純投資目的以外の投資株式に区分しております。 
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② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容 

当社は、事業機会の創出や取引の維持・強化のための手段の一つとして、純投資目的以外の株式を取得・保有す

る場合があります。また、保有株式については、四半期ごとに全銘柄を個別に検証しております。保有目的に合致

しているか、経済合理性や将来の見通しは良好であるか等の検証結果を取締役会に報告し、保有継続または売却等

を判断することとしております。 

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額 

 
銘柄数 

（銘柄） 
貸借対照表計上額の 

合計額（千円） 

非上場株式 － － 

非上場株式以外の株式 12 44,645 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数 

（銘柄） 
株式数の増加に係る取得 
価額の合計額（千円） 

株式数の増加の理由 

非上場株式 － － － 

非上場株式以外の株式 5 2,201 取引先持株会を通じた取得 

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数 

（銘柄） 
株式数の減少に係る売却 
価額の合計額（千円） 

非上場株式 － － 

非上場株式以外の株式 － － 

 

ｃ．特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報 

特定投資株式 

銘柄 

当事業年度 前事業年度 

保有目的、定量的な保有効果 
及び株式数が増加した理由 

当社の株式の 
保有の有無 

株式数（株） 株式数（株） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

㈱イオンファンタジ

ー 

5,741 5,437 
（保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

（株数の増加）取引先持株会の定期的な

買付です。 

無 

10,609 14,409 

㈱カプコン 

7,953 7,620 
（保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

（株数の増加）取引先持株会の定期的な

買付です。 

無 

23,364 17,015 

㈱ゲオホールディン

グス 

3,061 2,913 
（保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

（株数の増加）取引先持株会の定期的な

買付です。 

無 

3,590 4,757 
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銘柄 

当事業年度 前事業年度 

保有目的、定量的な保有効果 
及び株式数が増加した理由 

当社の株式の 
保有の有無 

株式数（株） 株式数（株） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

イオン㈱ 

1,751 1,670 
（保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

（株数の増加）取引先持株会の定期的な

買付です。 

無 

3,527 3,918 

常磐興産㈱ 

1,556 1,470 
（保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

（株数の増加）取引先持株会の定期的な

買付です。 

無 

2,054 2,432 

㈱スクウェア・エニ

ックスホールディン

グス 

100 100 （保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

無 
435 328 

㈱バンダイナムコホ

ールディングス 

100 100 （保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

無 
537 474 

レック㈱ 
200 200 （保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

無 
188 311 

㈱ラウンドワン 
100 100 （保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

無 
80 144 

セガサミーホールデ

ィングス㈱ 

100 100 （保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

無 
142 129 

㈱ヴィレッジヴァン

ガードコーポレーシ

ョン 

100 100 （保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

無 
85 95 

粧美堂㈱ 
100 100 （保有目的）取引関係の維持・強化 

（定量的な保有効果）定量的な保有効果

については、記載が困難であります。 

有 
31 35 

（注）１．レック㈱は、平成30年10月１日付で１株を２株の分割比率で株式分割しております。 

      ２．粧美堂㈱は、令和２年１月１日付でSHO-BI㈱から社名変更しております。 

        ３．特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難であるため記載しておりません。保有の合理性

は、「②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 a 保有方針及び保有の合理性を検証する方

法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容」に記載の通り検証しておりま

す。 

 

③ 保有目的が純投資目的である投資株式 

該当事項はありません。

 

④ 投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの 

該当事項はありません。 

 

⑤ 投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの 

該当事項はありません。 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。 

 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（自  平成31年３月１日  至  令和２

年２月29日）の連結財務諸表及び事業年度（自  平成31年３月１日  至  令和２年２月29日）の財務諸表について有

限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

  当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準の内容又はその変更等についての意見発信及び普及・コミュニケーションを行う組織・

団体の行う研修、セミナー等に積極的に参加しております。 
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

    (単位：千円) 

  前連結会計年度 
(平成31年２月28日) 

当連結会計年度 
(令和２年２月29日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,099,365 2,297,032 

受取手形及び売掛金 669,667 747,081 

電子記録債権 225,955 278,584 

商品 201,764 242,604 

その他 69,653 96,037 

貸倒引当金 △207 △215 

流動資産合計 3,266,199 3,661,126 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 14,697 14,697 

減価償却累計額 △9,579 △13,808 

建物及び構築物（純額） 5,117 888 

車両運搬具 1,119 - 

減価償却累計額 △934 - 

車両運搬具（純額） 184 - 

建設仮勘定 7,418 - 

その他 111,297 156,585 

減価償却累計額 △98,992 △124,522 

その他（純額） 12,305 32,062 

有形固定資産合計 25,025 32,951 

無形固定資産 11,892 52,813 

投資その他の資産    

投資有価証券 44,053 44,645 

破産更生債権等 12,668 6,036 

退職給付に係る資産 45,901 42,796 

繰延税金資産 47,719 55,253 

その他 13,577 11,993 

貸倒引当金 △12,668 △6,036 

投資その他の資産合計 151,252 154,688 

固定資産合計 188,170 240,453 

資産合計 3,454,369 3,901,579 

 

- 28 -



 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成31年２月28日) 
当連結会計年度 

(令和２年２月29日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 236,702 290,994 

未払金 130,271 108,220 

未払費用 27,683 29,636 

未払法人税等 106,790 44,198 

賞与引当金 19,600 22,260 

その他 ※２ 50,964 ※２ 43,353 

流動負債合計 572,013 538,662 

固定負債    

執行役員退職慰労引当金 － 907 

その他 44,641 43,175 

固定負債合計 44,641 44,082 

負債合計 616,655 582,745 

純資産の部    

株主資本    

資本金 461,997 461,997 

資本剰余金 492,935 494,622 

利益剰余金 1,922,816 2,383,450 

自己株式 △51,678 △32,184 

株主資本合計 2,826,070 3,307,884 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 13,863 12,684 

繰延ヘッジ損益 495 1,115 

為替換算調整勘定 △2,715 △2,850 

その他の包括利益累計額合計 11,643 10,949 

純資産合計 2,837,714 3,318,834 

負債純資産合計 3,454,369 3,901,579 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成30年３月１日 
 至 平成31年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成31年３月１日 
 至 令和２年２月29日) 

売上高 6,858,780 6,605,637 

売上原価 ※１ 4,597,874 ※１ 4,405,555 

売上総利益 2,260,905 2,200,082 

販売費及び一般管理費    

荷造運搬費 348,712 345,463 

貸倒引当金繰入額 △1,555 △201 

給料及び手当 454,517 509,303 

賞与引当金繰入額 19,600 22,260 

福利厚生費 103,406 117,082 

退職給付費用 13,192 21,516 

執行役員退職慰労引当金繰入額 － 907 

減価償却費 36,616 45,870 

その他 499,273 527,913 

販売費及び一般管理費合計 1,473,764 1,590,116 

営業利益 787,141 609,966 

営業外収益    

受取利息 36 88 

受取配当金 710 805 

為替差益 3,145 － 

賃貸収入 1,042 1,245 

その他 205 484 

営業外収益合計 5,140 2,623 

営業外費用    

為替差損 － 651 

投資有価証券売却損 69 － 

その他 1 4 

営業外費用合計 71 656 

経常利益 792,210 611,933 

特別利益    

固定資産売却益 ※２ 4 － 

特別利益合計 4 － 

特別損失    

固定資産売却損 ※３ 162 ※３ 127 

固定資産除却損 ※４ 770 ※４ 0 

特別損失合計 933 127 

税金等調整前当期純利益 791,281 611,806 

法人税、住民税及び事業税 114,243 91,708 

法人税等調整額 △13,612 △7,376 

法人税等合計 100,631 84,332 

当期純利益 690,650 527,473 

親会社株主に帰属する当期純利益 690,650 527,473 
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【連結包括利益計算書】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成30年３月１日 
 至 平成31年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成31年３月１日 
 至 令和２年２月29日) 

当期純利益 690,650 527,473 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △8,517 △1,179 

繰延ヘッジ損益 9,984 619 

為替換算調整勘定 △468 △135 

その他の包括利益合計 ※ 999 ※ △694 

包括利益 691,649 526,778 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 691,649 526,778 

非支配株主に係る包括利益 － － 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成30年３月１日  至平成31年２月28日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 461,997 492,935 1,282,296 △51,564 2,185,665 

当期変動額          

剰余金の配当     △50,130   △50,130 

親会社株主に帰属する当期純利益     690,650   690,650 

自己株式の取得       △114 △114 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）          

当期変動額合計 － － 640,519 △114 640,404 

当期末残高 461,997 492,935 1,922,816 △51,678 2,826,070 

 

           

  その他の包括利益累計額 
純資産合計 

 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 22,381 △9,489 △2,247 10,644 2,196,310 

当期変動額          

剰余金の配当         △50,130 

親会社株主に帰属する当期純利益         690,650 

自己株式の取得         △114 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） △8,517 9,984 △468 999 999 

当期変動額合計 △8,517 9,984 △468 999 641,404 

当期末残高 13,863 495 △2,715 11,643 2,837,714 
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当連結会計年度（自平成31年３月１日  至令和２年２月29日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 461,997 492,935 1,922,816 △51,678 2,826,070 

当期変動額          

剰余金の配当     △66,839   △66,839 

親会社株主に帰属する当期純利益     527,473   527,473 

自己株式の取得       △26 △26 

自己株式の処分       19,520 19,520 

自己株式処分差益   1,686     1,686 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）          

当期変動額合計 － 1,686 460,634 19,494 481,814 

当期末残高 461,997 494,622 2,383,450 △32,184 3,307,884 

 

           

  その他の包括利益累計額 
純資産合計 

 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 13,863 495 △2,715 11,643 2,837,714 

当期変動額          

剰余金の配当         △66,839 

親会社株主に帰属する当期純利益         527,473 

自己株式の取得         △26 

自己株式の処分         19,520 

自己株式処分差益         1,686 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 

△1,179 619 △135 △694 △694 

当期変動額合計 △1,179 619 △135 △694 481,119 

当期末残高 12,684 1,115 △2,850 10,949 3,318,834 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成30年３月１日 
 至 平成31年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成31年３月１日 
 至 令和２年２月29日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 791,281 611,806 

減価償却費 36,616 45,870 

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,420 2,660 

執行役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) － 907 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,555 △6,624 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 540 3,105 

受取利息及び受取配当金 △746 △894 

固定資産売却損益（△は益） 157 127 

投資有価証券売却損益（△は益） 69 － 

売上債権の増減額（△は増加） △110,032 △130,366 

たな卸資産の増減額（△は増加） △66,015 △40,877 

仕入債務の増減額（△は減少） △11,201 56,085 

未払金の増減額（△は減少） 27,699 △24,937 

その他 55,244 △6,995 

小計 726,479 509,867 

利息及び配当金の受取額 746 894 

法人税等の支払額 △55,471 △148,432 

営業活動によるキャッシュ・フロー 671,754 362,328 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △2,136 △2,201 

投資有価証券の売却による収入 50 － 

有形固定資産の取得による支出 △24,996 △41,486 

有形固定資産の売却による収入 95 18 

無形固定資産の取得による支出 △5,985 △52,221 

差入保証金の差入による支出 － △1,075 

差入保証金の回収による収入 － 188 

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,973 △96,778 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △114 △26 

配当金の支払額 △49,900 △66,407 

その他 △966 △966 

財務活動によるキャッシュ・フロー △50,982 △67,400 

現金及び現金同等物に係る換算差額 668 △482 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 588,467 197,666 

現金及び現金同等物の期首残高 1,510,898 2,099,365 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,099,365 ※ 2,297,032 
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社数  2社

SKJ USA, INC. 

愛斯凱杰（北京）文化伝播有限公司 

  上記のうち、愛斯凱杰（北京）文化伝播有限公司については、当連結会計年度において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、愛斯凱杰（北京）文化伝播有限公司の決算日は、12月31日であります。なお、その他の

連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

 

３．会計方針に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ  有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用しております。

ロ  デリバティブ

  時価法を採用しております。

ハ  商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用

しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ  有形固定資産

  定率法を採用しております。

  平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物  ２～３年

車両運搬具      ６年

その他          ２～10年

ロ  無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

(3）重要な引当金の計上基準 

イ  貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ  賞与引当金

  従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ  執行役員退職慰労引当金

  当社は、執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による当連結会計年度末要支給額に基づき計

上しております。 

(4）退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る資産及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(5）重要なヘッジ会計の方法

イ  ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たし

ている場合には、振当処理を採用しております。

ロ  ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建予定取引

ハ  ヘッジ方針

  将来の為替変動リスク回避のために行っております。

ニ  ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして有効性を評価してお

ります。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

  在外子会社の資産及び負債は期末の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金及び取得日から最長で１年以内に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値変動リスクの僅少な定期預金等であります。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法

税抜方式によっております。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日 企業会計基準委員会） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日 企業会計

基準委員会） 

 

(1）概要 

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な

会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBに

おいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は

2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益

認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。 

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整

合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れるこ

とを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項

目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。 

 

(2）適用予定日 

2023年２月期の期首から適用します。 

 

(3）当該会計基準等の適用による影響 

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。 
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（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平成30年２月16日。以下「税効果

会計基準一部改正」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区

分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、税効果会計関係注記を変

更しております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」が67,676千円減

少し、「投資その他の資産」の「繰延税金資産」が67,676千円増加しております。

なお、同一納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺して表示しており、変更前と比べて総資産が

19,957千円減少しております。

また、税効果会計関係注記において、税効果会計基準一部改正第３項から第５項に定める「税効果会計に

係る会計基準」注解(注８)（評価性引当額の合計額を除く。）及び同注解(注９)に記載された内容を追加し

ております。ただし、当該内容のうち前連結会計年度に係る内容については、税効果会計基準一部改正第７

項に定める経過的な取扱いに従って記載しておりません。 

 

（追加情報）

当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や生活行動等に広範な影響を与える事象であ

り、現状１年程度その影響が続くものと想定しております。当該仮定に基づき、繰延税金資産（55,253千円）の

計上にあたっては、将来の課税所得の見積を行い回収可能性の判断を行っております。 
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（連結貸借対照表関係）

  １  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成31年２月28日）
当連結会計年度

（令和２年２月29日）

当座貸越極度額 2,150,000千円 2,150,000千円

借入実行残高 － －

差引未実行残高 2,150,000 2,150,000

 

※２  消費税等の会計処理

前連結会計年度（平成31年２月28日）

  未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

 

当連結会計年度（令和２年２月29日）

  未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

 

（連結損益計算書関係）

※１  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前連結会計年度 
（自 平成30年３月１日 

  至 平成31年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成31年３月１日 

  至 令和２年２月29日） 

12,944千円 23,065千円 

※２  固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成31年３月１日
至 令和２年２月29日）

車両運搬具 4千円 －千円

計 4 －

 

※３  固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成31年３月１日
至 令和２年２月29日）

車両運搬具 －千円 127千円

工具、器具及び備品 162 －

計 162 127

 

※４  固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成31年３月１日
至 令和２年２月29日）

工具、器具及び備品 －千円 0千円

ソフトウェア 770 －

計 770 0
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（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成31年３月１日
至 令和２年２月29日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 △12,302千円 △1,610千円

組替調整額 69 －

税効果調整前 △12,232 △1,610

税効果額 3,715 431

その他有価証券評価差額金 △8,517 △1,179

繰延ヘッジ損益：    

当期発生額 14,429 892

税効果額 △4,444 △273

繰延ヘッジ損益 9,984 619

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △468 △135

その他の包括利益合計 999 △694

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成30年３月１日  至平成31年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 8,490,103 － － 8,490,103 

合計 8,490,103 － － 8,490,103 

自己株式        

普通株式    （注） 135,027 159 － 135,186

合計 135,027 159 － 135,186

  （注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成30年５月25日 

定時株主総会
普通株式 25,065 3 平成30年２月28日 平成30年５月28日

平成30年10月12日 

取締役会
普通株式 25,065 3 平成30年８月31日 平成30年11月12日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和元年５月24日 

定時株主総会
普通株式 33,419 利益剰余金 4 平成31年２月28日 令和元年５月27日
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当連結会計年度（自平成31年３月１日  至令和２年２月29日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 8,490,103 － － 8,490,103 

合計 8,490,103 － － 8,490,103 

自己株式        

普通株式    （注） 135,186 56 51,100 84,142

合計 135,186 56 51,100 84,142

  （注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。また、普通株式の自己株式の減少

は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。

 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

令和元年５月24日 

定時株主総会
普通株式 33,419 4 平成31年２月28日 令和元年５月27日

令和元年10月11日 

取締役会
普通株式 33,419 4 令和元年８月31日 令和元年11月11日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和２年５月28日 

定時株主総会
普通株式 50,435 利益剰余金 6 令和２年２月29日 令和２年５月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自  平成30年３月１日
至  平成31年２月28日）

当連結会計年度
（自  平成31年３月１日
至  令和２年２月29日）

現金及び預金勘定 2,099,365千円 2,297,032千円

現金及び現金同等物 2,099,365 2,297,032

 

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

（借主側）

    オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前連結会計年度

（平成31年２月28日）

当連結会計年度

（令和２年２月29日）

１年内 9,578千円 －千円

１年超 － －

合計 9,578 －

    なお、オペレーティング・リース取引の内容は、不動産賃借によるものであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針 

資金運用については、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブについて

は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金・電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リス

クに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのもの

については、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしており

ます。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取

引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法

等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計方針に関する事項（5）重要

なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、取引先の状況を定期的にモニタリング、取引相手ごとに期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほ

とんどないと認識しております。

②  市場リスク（為替の変動リスク）の管理

外貨建ての営業債務については、為替の変動リスクに対して、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジ

しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関

係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規定に従い、担当部署

が決裁担当者の承認を得て行っております。

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許

流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティ

ブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあり

ません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

  連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前連結会計年度（平成31年２月28日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,099,365 2,099,365 －

(2）受取手形及び売掛金 669,667 669,667 －

(3）電子記録債権 225,955 225,955 －

(4）投資有価証券 44,053 44,053 －

資産計 3,039,041 3,039,041 －

(1）買掛金 236,702 236,702 －

(2）未払金 130,271 130,271 －

(3）未払法人税等 106,790 106,790 －

負債計 473,764 473,764 －

デリバティブ取引（※） 714 714 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（  ）で表示しております。

 

当連結会計年度（令和２年２月29日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,297,032 2,297,032 －

(2）受取手形及び売掛金 747,081 747,081 －

(3）電子記録債権 278,584 278,584 －

(4）投資有価証券 44,645 44,645 －

資産計 3,367,343 3,367,343 －

(1）買掛金 290,994 290,994 －

(2）未払金 108,220 108,220 －

(3）未払法人税等 44,198 44,198 －

負債計 443,412 443,412 －

デリバティブ取引（※） 1,607 1,607 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（  ）で表示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

  これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）投資有価証券

  これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、投資有価証券に関する事項につい

ては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負  債 

(1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等

  これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

デリバティブ取引 

  注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成31年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,099,365 － － －

受取手形及び売掛金 669,667 － － －

電子記録債権 225,955 － － －

合計 2,994,988 － － －

 

当連結会計年度（令和２年２月29日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,297,032 － － －

受取手形及び売掛金 747,081 － － －

電子記録債権 278,584 － － －

合計 3,322,698 － － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成31年２月28日） 

種類 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

取得原価 

(千円) 

差額 

(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
     

株式 43,464 23,476 19,987 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
     

株式 589 792 △203 

合計 44,053 24,269 19,784 

 

当連結会計年度（令和２年２月29日） 

種類 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

取得原価 

(千円) 

差額 

(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
     

株式 41,897 23,319 18,577 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
     

株式 2,748 3,152 △404 

合計 44,645 26,471 18,173 

 

２．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自  平成30年３月１日  至  平成31年２月28日） 

種類
売却額

（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

株式 50 － 69

合計 50 － 69

 

当連結会計年度（自  平成31年３月１日  至  令和２年２月29日） 

種類
売却額

（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

株式 － － －

合計 － － －

 

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自  平成30年３月１日  至  平成31年２月28日）

  該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成31年３月１日  至  令和２年２月29日）

  該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成31年２月28日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（千円） 

契約額等のうち
１年超（千円） 

時価 
（千円） 

為替予約等の振当処理 

為替予約取引        

買建        

米ドル 買掛金 374,430 － 714 

合計 374,430 － 714 

（注）  時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（令和２年２月29日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（千円） 

契約額等のうち
１年超（千円） 

時価 
（千円） 

為替予約等の振当処理 

為替予約取引        

買建        

米ドル 買掛金 419,349 － 1,607 

合計 419,349 － 1,607 

（注）  時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自  平成30年３月１日  至  平成31年２月28日） 

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、平成23年１月１日から確定給付企業年金制度と退職一時金制度で構成する退職給付制度

を採用しております。

なお、退職給付債務の計算については簡便法を採用しております。

 

２．確定給付制度

(１）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る資産の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る資産の期首残高 46,441千円

  退職給付費用

  退職給付の支払額

△13,192

742

  制度への拠出額 11,909

退職給付に係る資産の期末残高 45,901

 

(２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 110,285千円

年金資産 △156,186

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △45,901

 

退職給付に係る資産 △45,901

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △45,901

 

(３）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 13,192千円

 

当連結会計年度（自  平成31年３月１日  至  令和２年２月29日） 

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、平成23年１月１日から確定給付企業年金制度と退職一時金制度で構成する退職給付制度

を採用しております。

なお、退職給付債務の計算については簡便法を採用しております。

 

２．確定給付制度

(１）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る資産の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る資産の期首残高 45,901千円

  退職給付費用

  退職給付の支払額

△21,516

5,361

  制度への拠出額 13,049

退職給付に係る資産の期末残高 42,796

 

(２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 114,169千円

年金資産 △156,966

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △42,796

 

退職給付に係る資産 △42,796

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △42,796

 

(３）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 21,516千円
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  前連結会計年度
（平成31年２月28日） 

当連結会計年度
（令和２年２月29日） 

繰延税金資産    

賞与引当金 5,993千円 6,807千円

商品評価損 3,958 7,053

貸倒引当金 3,937 1,911

繰越欠損金（注）２ 298,882 202,787

その他 38,182 35,950

繰延税金資産小計 350,954 254,509

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ － △155,719

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 － △24,382

評価性引当額小計（注）１ △282,468 △180,101

繰延税金資産合計 68,485 74,408

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △5,920 △5,489

退職給付に係る資産 △14,036 △13,087

その他 △808 △578

繰延税金負債合計 △20,766 △19,155

繰延税金資産の純額 47,719 55,253

 

（注）１．評価性引当額が102,367千円減少しております。この減少の主な内容は、当社において、税務上の繰越

欠損金に係る評価性引当額が99,416千円減少したことに伴うものであります。

（注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

当連結会計年度（令和２年２月29日）  

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
－ － 141,216 26,467 35,102 － 202,787

評価性引当額 － － △94,148 △26,467 △35,102 － △155,719

繰延税金資産 － － 47,068 － － － (※2)47,068

 

(※１)  税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

(※２)  税務上の繰越欠損金202,787千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産47,068千円を

計上しております。この繰延税金資産47,068千円は、当社における税務上の繰越欠損金に係る繰延税金

資産です。当該税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産については、将来の課税所得の見込み等により

回収可能と判断しております。 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳 

 

 
前連結会計年度

（平成31年２月28日） 

当連結会計年度

（令和２年２月29日） 

法定実効税率
（調整）

30.8％ 30.6％

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 1.1

住民税均等割 0.2 0.2

評価性引当額の増減 △19.5 △16.7

その他 0.0 △1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.7 13.8

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（平成31年２月28日） 

  当社は、本社等の不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識

しております。 

  なお、賃借契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当該

不動産賃借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の

負担に属する金額を費用に計上する方法で処理しております。 

  この見積りにあたり、使用見込期間は、不動産賃借契約開始からの平均退去年数である３年を用いておりま

す。 

  また、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額のうち、当連結会計年度の負担に属する金額は

3,445千円であり、当連結会計年度末において敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は10,442千

円であります。 

 

当連結会計年度（令和２年２月29日） 

  当社は、本社等の不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識

しております。 

  なお、賃借契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当該

不動産賃借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の

負担に属する金額を費用に計上する方法で処理しております。 

  この見積りにあたり、使用見込期間は、不動産賃借契約開始からの平均退去年数である３年を用いておりま

す。 

  また、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額のうち、当連結会計年度の負担に属する金額は

2,418千円であり、当連結会計年度末において敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は10,442千

円であります。 

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

- 48 -



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び経営成績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。

当社グループは、㈱エスケイジャパン、SKJ USA,INC.、愛斯凱杰（北京）文化伝播有限公司の３事業会

社を展開しており、以下の事業内容に基づき「キャラクターエンタテインメント事業」、「キャラクタ

ー・ファンシー事業」の２つを報告セグメントとしております。

 

＜キャラクターエンタテインメント事業＞

主として、キャラクターのぬいぐるみ、キーホルダー等を国内外のアミューズメント施設へ販売する事

業及び企業の販売促進商品を企画販売する事業であります。

 

＜キャラクター・ファンシー事業＞

キャラクターのぬいぐるみ、キーホルダー等を雑貨専門店や量販店等へ販売する事業であります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

  セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

また、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平成30年２月16日）等を

当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度のセグメント資産については、当該会計基準等

を遡って適用した後の数値となっております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成30年３月１日  至  平成31年２月28日） 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 合計 
 

キャラクター 
エンタテイン 
メント事業 

キャラクター・ 
ファンシー 

事業 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,859,336 1,999,443 6,858,780 － 6,858,780 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
2,209 103 2,313 (2,313) － 

計 4,861,546 1,999,547 6,861,093 (2,313) 6,858,780 

セグメント利益 694,253 92,888 787,141 － 787,141 

セグメント資産 2,392,512 1,061,856 3,454,369 － 3,454,369 

その他の項目          

減価償却費 25,048 11,568 36,616 － 36,616 

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
19,549 4,866 24,415 － 24,415 
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当連結会計年度（自  平成31年３月１日  至  令和２年２月29日） 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 合計 
 

キャラクター 
エンタテイン 
メント事業 

キャラクター・ 
ファンシー 

事業 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,478,510 2,127,126 6,605,637 － 6,605,637 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
75 153 228 (228) － 

計 4,478,586 2,127,279 6,605,866 (228) 6,605,637 

セグメント利益 551,828 58,138 609,966 － 609,966 

セグメント資産 2,514,538 1,387,040 3,901,579 － 3,901,579 

その他の項目          

減価償却費 33,035 12,835 45,870 － 45,870 

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
68,332 34,847 103,179 － 103,179 

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項） 

（単位：千円）
 

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 6,861,093 6,605,866

セグメント間取引消去 △2,313 △228

連結財務諸表の売上高 6,858,780 6,605,637

 

（単位：千円）
 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 787,141 609,966

セグメント間取引消去 － －

連結財務諸表の営業利益 787,141 609,966

 

（単位：千円）
 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,454,369 3,901,579

セグメント間取引消去 － －

連結財務諸表の資産合計 3,454,369 3,901,579
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【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成30年３月１日  至  平成31年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスごとの営業収入は、取扱い品目が多岐にわたり記載が困難であるため省略しておりま

す。 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客先の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ラウンドワン 1,027,444
キャラクターエンタテインメント事

業

 

当連結会計年度（自  平成31年３月１日  至  令和２年２月29日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスごとの営業収入は、取扱い品目が多岐にわたり記載が困難であるため省略しておりま

す。 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客先の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ラウンドワン 882,040
キャラクターエンタテインメント事

業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自  平成30年３月１日
至  平成31年２月28日）

当連結会計年度
（自  平成31年３月１日
至  令和２年２月29日）

 
１株当たり純資産額 339.65円

１株当たり当期純利益 82.66円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在しないため記載しておりません。
 

 
１株当たり純資産額 394.82円

１株当たり当期純利益 63.04円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在しないため記載しておりません。
 

  （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自  平成30年３月１日
至  平成31年２月28日)

当連結会計年度
(自  平成31年３月１日
至  令和２年２月29日)

１株当たり当期純利益    

親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
690,650 527,473

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（千円）
690,650 527,473

普通株式の期中平均株式数（株） 8,354,976 8,367,471

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

  該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 966 966 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,933 966 － 令和４年

その他有利子負債 － － － －

計 2,900 1,933 － －

  （注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

２．１年以内に返済予定のリース債務は、流動負債のその他に含まれており、リース債務（１年以内に返済予定

のものを除く。）は、固定負債のその他に含まれております。 

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

リース債務 966 － － －

 

【資産除去債務明細表】

  該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,494,908 3,308,795 4,820,336 6,605,637

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
79,261 302,725 460,084 611,806 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
67,132 317,485 450,276 527,473

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
8.04 38.00 53.89 63.04

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
8.04 29.96 15.89 9.18
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：千円) 

  前事業年度 
(平成31年２月28日) 

当事業年度 
(令和２年２月29日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,072,120 2,272,817 

受取手形 30,318 46,245 

電子記録債権 225,955 278,584 

売掛金 ※３ 654,074 ※３ 708,393 

商品 199,690 242,604 

前払費用 8,782 22,679 

前渡金 46,319 57,030 

その他 13,885 ※３ 15,722 

貸倒引当金 △207 △215 

流動資産合計 3,250,939 3,643,861 

固定資産    

有形固定資産    

建物 5,117 888 

車両運搬具 184 － 

工具、器具及び備品 12,305 32,062 

建設仮勘定 7,418 － 

有形固定資産合計 25,025 32,951 

無形固定資産    

ソフトウエア 7,384 49,203 

その他 4,507 3,609 

無形固定資産合計 11,892 52,813 

投資その他の資産    

投資有価証券 44,053 44,645 

関係会社株式 0 0 

前払年金費用 45,901 42,796 

繰延税金資産 47,719 55,253 

その他 26,245 18,030 

貸倒引当金 △12,668 △6,036 

投資その他の資産合計 151,252 154,688 

固定資産合計 188,170 240,453 

資産合計 3,439,110 3,884,314 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成31年２月28日) 
当事業年度 

(令和２年２月29日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 234,040 290,967 

未払金 128,972 107,561 

未払費用 27,683 29,636 

未払法人税等 106,701 44,110 

前受金 13,703 10,240 

預り金 3,363 9,433 

賞与引当金 19,600 22,260 

その他 ※２ 33,898 ※２ 23,679 

流動負債合計 567,963 537,889 

固定負債    

執行役員退職慰労引当金 － 907 

その他 44,641 43,175 

固定負債合計 44,641 44,082 

負債合計 612,605 581,972 

純資産の部    

株主資本    

資本金 461,997 461,997 

資本剰余金    

資本準備金 492,935 492,935 

その他資本剰余金 － 1,686 

資本剰余金合計 492,935 494,622 

利益剰余金    

利益準備金 12,000 12,000 

その他利益剰余金    

別途積立金 100,000 100,000 

繰越利益剰余金 1,796,891 2,252,107 

利益剰余金合計 1,908,891 2,364,107 

自己株式 △51,678 △32,184 

株主資本合計 2,812,145 3,288,541 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 13,863 12,684 

繰延ヘッジ損益 495 1,115 

評価・換算差額等合計 14,359 13,799 

純資産合計 2,826,505 3,302,341 

負債純資産合計 3,439,110 3,884,314 
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②【損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成30年３月１日 
 至 平成31年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成31年３月１日 
 至 令和２年２月29日) 

売上高 ※１ 6,790,817 ※１ 6,570,857 

売上原価 4,564,921 4,385,658 

売上総利益 2,225,896 2,185,198 

販売費及び一般管理費 ※２ 1,449,803 ※２ 1,581,567 

営業利益 776,093 603,631 

営業外収益    

受取利息及び受取配当金 746 894 

賃貸収入 1,042 1,245 

その他 2,633 661 

営業外収益合計 4,422 2,801 

営業外費用    

投資有価証券売却損 69 － 

その他 1 4 

営業外費用合計 71 4 

経常利益 780,444 606,428 

特別利益    

固定資産売却益 ※３ 4 － 

特別利益合計 4 － 

特別損失    

固定資産売却損 ※４ 162 ※４ 127 

固定資産除却損 ※５ 770 ※５ 0 

特別損失合計 933 127 

税引前当期純利益 779,515 606,300 

法人税、住民税及び事業税 114,155 91,621 

法人税等調整額 △13,612 △7,376 

法人税等合計 100,542 84,245 

当期純利益 678,972 522,055 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成30年３月１日  至平成31年２月28日）

               (単位：千円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式  
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計  

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 461,997 492,935 492,935 12,000 100,000 1,168,049 1,280,049 △51,564 

当期変動額                

剰余金の配当           △50,130 △50,130  

当期純利益           678,972 678,972  

自己株式の取得               △114 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                

当期変動額合計 － － － － － 628,842 628,842 △114 

当期末残高 461,997 492,935 492,935 12,000 100,000 1,796,891 1,908,891 △51,678 

 

           

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
 

株主資本合
計 

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合
計 

当期首残高 2,183,418 22,381 △9,489 12,891 2,196,310 

当期変動額          

剰余金の配当 △50,130       △50,130 

当期純利益 678,972       678,972 

自己株式の取得 △114       △114 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）   △8,517 9,984 1,467 1,467 

当期変動額合計 628,727 △8,517 9,984 1,467 630,194 

当期末残高 2,812,145 13,863 495 14,359 2,826,505 
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当事業年度（自平成31年３月１日  至令和２年２月29日）

                 (単位：千円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式  
資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計  

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 461,997 492,935 － 492,935 12,000 100,000 1,796,891 1,908,891 △51,678 

当期変動額                  

剰余金の配当             △66,839 △66,839  

当期純利益             522,055 522,055  

自己株式の取得                 △26 

自己株式の処分                 19,520 

自己株式処分差益     1,686 1,686          

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                  

当期変動額合計 － － 1,686 1,686 － － 455,215 455,215 19,494 

当期末残高 461,997 492,935 1,686 494,622 12,000 100,000 2,252,107 2,364,107 △32,184 

 

           

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
 

株主資本合
計 

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合
計 

当期首残高 2,812,145 13,863 495 14,359 2,826,505 

当期変動額          

剰余金の配当 △66,839       △66,839 

当期純利益 522,055       522,055 

自己株式の取得 △26       △26 

自己株式の処分 19,520       19,520 

自己株式処分差益 1,686       1,686 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）   △1,179 619 △559 △559 

当期変動額合計 476,396 △1,179 619 △559 475,836 

当期末残高 3,288,541 12,684 1,115 13,799 3,302,341 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式                         移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの                   事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの                   移動平均法による原価法

(3）デリバティブ等の評価基準及び評価方法

                                   時価法

(4）棚卸資産の評価基準及び評価方法

  商品                             総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

                                   に基づく簿価切下げの方法） 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産                       定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物                ２～３年

車両運搬具          ６年

工具、器具及び備品  ２～10年

(2）無形固定資産                       定額法を採用しております。

                                   なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込

                                   利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．重要な引当金の計上基準

(1）貸倒引当金                         債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

                                       績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

                                       能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金                         従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計

                                       上しております。

(3）執行役員退職慰労引当金              執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による当事業年

                                       度末要支給額に基づき計上しております。 

(4）退職給付引当金                     従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

４．重要なヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法                   繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのへ

                                       ッジについて振当処理の要件を充たしている場合には、振当処理 

                                       を採用しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象             ヘッジ手段…為替予約

                                       ヘッジ対象…商品輸入による外貨建予定取引

(3）ヘッジ方針                         将来の為替変動リスク回避のために行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法             ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動

                                       額等を基礎にして有効性を評価しております。

５．消費税等の会計処理                   税抜方式によっております。 
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（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平成30年２月16日。以下「税効果会

計基準一部改正」という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、税効果会計関係注記を変更しており

ます。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」が67,676千円減少し、「投

資その他の資産」の「繰延税金資産」が67,676千円増加しております。

なお、同一納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺して表示しており、変更前と比べて総資産が

19,957千円減少しております。

また、税効果会計関係注記において、税効果会計基準一部改正第４項に定める「税効果会計に係る会計基

準」注解(注８)（1）（評価性引当額の合計額を除く。）に記載された内容を追加しております。ただし、当

該内容のうち前事業年度に係る内容については、税効果会計基準一部改正第７項に定める経過的な取扱いに従

って記載しておりません。

 

（損益計算書）

前事業年度において、独立掲記していた「為替差益」は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より

「営業外収益」の「その他」に含めております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸

表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「為替差益」2,427千円は、「営業外収

益」の「その他」2,633千円として組み替えております。

 

（追加情報）

当社では、新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や生活行動等に広範な影響を与える事象であり、現状１

年程度その影響が続くものと想定しております。当該仮定に基づき、繰延税金資産（55,253千円）の計上にあた

っては、将来の課税所得の見積を行い回収可能性の判断を行っております。 
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（貸借対照表関係）

  １  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成31年２月28日）
当事業年度

（令和２年２月29日）

当座貸越極度額 2,150,000千円 2,150,000千円

借入実行残高 － －

差引未実行残高 2,150,000 2,150,000

 

※２  消費税等の会計処理

前事業年度（平成31年２月28日）

  未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

 

当事業年度（令和２年２月29日）

  未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

 

※３  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度 

（平成31年２月28日） 
当事業年度 

（令和２年２月29日） 

短期金銭債権 34,830千円 7,706千円

 

（損益計算書関係）

※１  関係会社との取引高

 
前事業年度 

（自  平成30年３月１日 
至  平成31年２月28日） 

当事業年度 
（自  平成31年３月１日 
至  令和２年２月29日） 

営業取引による取引高    

売上高 86,800千円 43,405千円

 

※２  販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度30％、当事業年度29％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度70％、当事業年度71％であります。 

  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成30年３月１日 
  至 平成31年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成31年３月１日 

  至 令和２年２月29日） 

給料及び手当 454,517千円 509,303千円 

賞与引当金繰入額 19,600 22,260 

執行役員退職慰労引当金繰入額 － 907 

退職給付費用 13,192 21,516 

荷造運搬費 348,712 345,463 

減価償却費 36,616 45,870 

貸倒引当金繰入額 △17,644 △201 

 

※３  固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自  平成30年３月１日
至  平成31年２月28日）

当事業年度
（自  平成31年３月１日
至  令和２年２月29日）

車両運搬具 4千円 －千円

計 4 －
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※４  固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 
前事業年度

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

当事業年度
（自 平成31年３月１日
至 令和２年２月29日）

車両運搬具 －千円 127千円

工具、器具及び備品 162 －

計 162 127

 
※５  固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 
前事業年度

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

当事業年度
（自 平成31年３月１日
至 令和２年２月29日）

工具、器具及び備品 －千円 0千円

ソフトウエア 770 －

計 770 0

 
（有価証券関係）

 子会社株式は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。

 なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は以下のとおりでありま

す。 

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成31年２月28日）
当事業年度

（令和２年２月29日）

子会社株式 0 0
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  前事業年度
（平成31年２月28日） 

当事業年度
（令和２年２月29日） 

繰延税金資産    

賞与引当金 5,993千円 6,807千円 

商品評価損 3,958 7,053

貸倒引当金 3,937 1,911

繰越欠損金 297,561 202,787

その他 43,823 41,590

繰延税金資産小計 355,274 260,150

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 － △155,719

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 － △30,023

評価性引当額小計 △286,788 △185,742

繰延税金資産合計 68,485 74,408

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △5,920 △5,489

前払年金費用 △14,036 △13,087

その他 △808 △578

繰延税金負債合計 △20,766 △19,155

繰延税金資産の純額 47,719 55,253

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度

（平成31年２月28日） 

当事業年度

（令和２年２月29日） 

法定実効税率
（調整）

30.8％ 30.6％

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3 1.1

住民税均等割 0.2 0.2

評価性引当額の増減 △19.3 △16.7

その他 △0.1 △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.9 13.9

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。 

 

- 63 -



④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 
期首帳簿 

価額 
当期 
増加額 

当期 
減少額 

当期 
償却額 

期末帳簿 
価額 

減価償却 
累計額 

有形固定資産   建物 5,117 － － 4,229 888 13,808

    車両運搬具 184 － 145 38 － －

    工具、器具及び備品 12,305 50,060 0 30,302 32,062 124,522

    建設仮勘定 7,418 － 7,418 － － －

  計 25,025 50,060 7,564 34,570 32,951 138,331

無形固定資産   ソフトウェア 7,384 53,119 － 11,300 49,203 － 

    その他 4,507 － 898 － 3,609 － 

  計 11,892 53,119 898 11,300 52,813 － 

  （注）１．工具、器具及び備品の当期増加額のうち主なものは、社内ネットワーク環境及び販売管理

システム投資25,114千円と商品製造のための金型等22,304千円であります。 

２．建設仮勘定の当期減少額は、社内ネットワーク環境の本勘定への振替であります。 

３．ソフトウェアの当期増加額は、社内ネットワーク環境及び販売管理システム投資でありま

す。 

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

  貸倒引当金 12,875 127 6,751 6,251

  賞与引当金 19,600 22,260 19,600 22,260

  執行役員退職慰労引当金 － 907 － 907

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

  連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（３）【その他】

  該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度   ３月１日から２月末日まで

定時株主総会   ５月中

基準日   ２月末日

剰余金の配当の基準日
  ８月31日

  ２月末日

１単元の株式数   100株

単元未満株式の買取り   （注）１，２

取扱場所
  大阪市中央区北浜四丁目５番33号

    三井住友信託銀行  証券代行部

株主名簿管理人
  東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

    三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料   株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

  電子公告により行う。但し、電子公告によることができない事項その他

のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

https://www.sk-japan.co.jp

株主に対する特典   該当事項はありません。

  （注）１．定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以

外の権利を有しておりません。

        ２．株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律（平成16

年法律第88号）の施行に伴い、単元未満株式の買取りを含む株式の取扱いは、原則として証券会社等の口座

管理機関を経由して行うこととなっております。但し、特別口座に記録されている株式については、特別口

座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社が直接取り扱います。 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第30期）（自  平成30年３月１日  至  平成31年２月28日）令和元年５月27日近畿財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

令和元年５月27日近畿財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

（第31期第１四半期）（自  平成31年３月１日  至  令和元年５月31日）令和元年７月12日近畿財務局長に提出

（第31期第２四半期）（自  令和元年６月１日  至  令和元年８月31日）令和元年10月11日近畿財務局長に提出

（第31期第３四半期）（自  令和元年９月１日  至  令和元年11月30日）令和２年１月14日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

  令和２年５月28日

株式会社エスケイジャパン  

 

  取締役会  御中      

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 木  村  幸  彦    印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 河  越  弘  昭    印 

 

＜財務諸表監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社エスケイジャパンの平成31年3月1日から令和２年2月29日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行

った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

  監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示

に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社エスケイジャパン及び連結子会社の令和２年2月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 



＜内部統制監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エスケイジャパ

ンの令和２年2月29日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

  経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

  なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。

 

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監

査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監

査を実施することを求めている。

  内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響

の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続

及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

  当監査法人は、株式会社エスケイジャパンが令和２年2月29日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に

準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以上

 

  （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 



 
独立監査人の監査報告書 

 

  令和２年５月28日

株式会社エスケイジャパン  

 

  取締役会  御中      

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 木  村  幸  彦    印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 河  越  弘  昭    印 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社エスケイジャパンの平成31年3月1日から令和２年2月29日までの第31期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

  監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社エスケイジャパンの令和２年2月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以上

 

  （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 


